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第１章 地域公共交通計画の概要 ２

１ 計画策定の背景と計画期間・区域

（１）計画策定の背景と目的

本市の自動車への依存度は非常に高く、公共交通利用者は回復傾向にはあるものの、新型コロナウイルス感染症が拡大する以前の
水準には戻っていない状況にあります。また、燃料価格の高騰や運転士の高齢化、運転士不足などによって、近年では路線バスの減便
や廃止といった運行サービスの低下がより一層進んでいます。
このような状況の中、地域交通法が改正され、利便性・生産性・持続可能性の高い地域公共交通への「リ・デザイン（再構築）」や、地域
の輸送資源のフル活用、共同化・協業化といった仕組みも取り入れながら、まちづくりの方向性と地域特性に応じた効率的で質の高い
公共交通ネットワークの形成を目指すため、『第二次長野市地域公共交通計画』を策定します。

（２）計画の位置付け

長野市総合計画及び長野市都市計画マスタープランなどの上位計画や公共交通だけでは担いきれない移動手段を定める個別計画
との連携により、全体として市民の移動手段を確保します。

（３）計画期間・区域

本計画の期間は、令和９年度から令和13年度までの
５年間とします。
また、計画区域は長野市内全域とします。
ただし、住民の移動は市外にも及んでいるため、
近隣の自治体と連携しながら事業を実施します。

図１－１ 本計画と関連計画の位置付け図１－２ 本計画の対象区域



第２章 地域及び公共交通の現状と課題 ３

（１）地 勢

本市の地形は、千曲川、犀川が形成した扇状地（平坦部）と西部、南東部の中山間地
域の３つに大きく分けられます。平坦部の中央では犀川が東西に流れているため、篠
ノ井、松代などの南部地域と中心市街地への移動ルートが限られています。

（２）人口分布

人口は平坦部の鉄道沿線を中心に分布していますが、松代や若穂など、鉄道駅から
離れた地域の一部においても集中がみられます。中山間地域においては、小規模な
集落が点在している状況になっています。

（３） 人口の推移と将来推計

長野市の総人口は、平成22年の388,526人をピークとして減少局面に入り、令
和７年には約36万人（約8％減）まで減少しています。今後も人口減少は続き、令和
32年にはおおむね30万人規模（約16％減）にまで縮小することが見込まれます。

図２－１ 長野市の地勢

図２－２ 長野市の人口分布 図２－４ 長野市の人口推移

１ 地域概況と人口



【公共交通ネットワークの現況】

JR北陸新幹線・信越本線・篠ノ井線、しなの鉄道しなの鉄道線・北し
なの線、長野電鉄による鉄道網が整備され、広域の移動を担っていま
す。

路線バスとしては、アルピコ交通・長電バスによる民間路線バスや市
が運行費を補填する廃止路線代替バス、地域循環コミュニティバス、
市営バス（路線型、デマンド型）、乗合タクシー、中山間地域乗合タク
シーが運行し、主に市内全域の移動を担っています。

図２－７ 公共交通ネットワークの現況 表２－３ 長野市内の公共交通一覧

２ 現在の公共交通ネットワーク
４



（１）公共交通のカバー圏域

公共交通の人口カバー圏域率は約86.1％となっています。交
通空白地は、芋井、若穂、松代周辺部などの中山間地域に広く分
布しているほか、浅川、安茂里、篠ノ井周辺など、平坦地域となる
市街地近郊の一定の人口集積がみられる地域にも存在していま
す。

（２）公共交通のサービスレベル

公共交通を利用して、市中心部（長野駅）への移動が可能か
（サービスレベル）を評価しました。現行の公共交通では、市内ほ
ぼ全域において市中心部への移動が可能です。ただし、平坦地域
でも市中心部への移動に曜日が限られる地域が存在しています。

図２－８ 公共交通カバー圏域と人口分布 図２－９ 市中心部（長野駅）への移動のサービスレベル

３ 公共交通のカバー圏域とサービスレベル
５

＜サービスレベルの基準＞
中心部での用足しにかかる時間を90分と設定し、以下の3つのレベルに分けています。
青：平日毎日、8:30までに長野駅に到着することができ、正午前に帰路につくことができる
黄：平日毎日、8:30までに長野駅に到着することができ、午後に帰路につくことができる
赤：平日移動できる曜日が限られる



（１）公共交通利用者数の推移

鉄道や路線バスの利用者数は回復傾向にあるものの、
依然として厳しい状況にあります。
公共交通サービスの維持・確保に向けて、さらなる利用
促進が求められます。

図２－14 鉄道の利用者数の推移 図２－15 路線バスの利用者数の推移

図２－18 本市が関与するバス等の運行にかかる経費の推移

（２）市が関与するバス等の運行にかかる経費
の推移

本市が関与するバス等の運行経費は、コロナ禍にお
ける利用者減少への対応や、民間路線の縮小に伴う
廃止路線代替バスの運行等により、令和5年度には約
3.3億円まで増加しました。その後は事業の見直し等
により減少し、令和7年度は約3.0億円となっていま
す。
コロナ禍による一時的な増加がみられるものの、平
成28年度と比較すると運行経費は約1.08倍となっ
ており、長期的には増加傾向にあります。

４ 公共交通の利用者数と運行経費
６



（１）平坦地域における課題

平坦地域では、路線の重複や需要の偏在により、限ら
れた運転士や車両が分散しています。
持続可能な公共交通サービスを確保するためには、需
要に応じた運行への見直しや交通資源の効率的な活用
が求められます。

表２－６ 平坦地域での交通課題

（２）中山間地域における課題

中山間地域と広域拠点である長野駅を結ぶ路線では、利用者の減少や運転士不足により路線の廃止が進んでいます。
市営バス（路線型）や乗合タクシーの運行によって、交通ネットワークは維持されていますが、土休日での移動手段の確保が
課題となっています。今後も持続的な移動手段を確保するため、地域の実情に応じた効率的な運行への見直しとともに、地域
主体での運行体制の構築に向けた検討が必要になっています。

５ 地域特性による公共交通ネットワークの課題
７



（１）バス・タクシー事業者へのヒアリング結果

バス・タクシー事業者へのヒアリングでは、運転士不足や高齢化が共通する主要課題として挙げられています。また、運行管理者や整
備士等の担い手も不足しています。
一方では、将来的な人材不足の深刻化を見据え、バスとタクシーの役割分担や共同運行について前向きな意見も示されています。

（２）バス運転士の年齢構成

市内民間路線バス事業者におけるバス運転士では、55歳～59
歳までの運転士が一番多く、40代後半から60代前半が市内バ
ス路線を支えている状況にあります。
また、バス運転士は50歳以上の割合が高く、高齢化が進行して
います。今後10年程度で退職者の増加が見込まれる一方、若年
層は少なく、担い手不足の深刻化が懸念されています。

図２－19 長野市内バス運転士年齢構成（市内２社営業所合計） 表２ー７ 交通事業者の運営課題

６ 地域公共交通を取り巻く現状（ヒアリング・運転士年齢構成）
８



（１）公共交通の必要性

公共交通を「現在でも必要不可欠」または「将来は必要」と
考える人は全体の約9割を占めています。年齢階層別では、
10～20代において「現在でも必要不可欠」と回答した割合
が約半数を占めています。

（２）利便性向上施策の認知状況

利便性向上施策については、「ICカード（KURURU）の導
入」の認知度が約54.0％と最も高くなっています。また、
「長野駅デジタルサイネージの設置」や「長野市内バスマップ
の配布」についても1割程度の人に認知されています。一方
で、「どれも知らなかった」と回答した人も3割程度みられま
す。

（３）利便性向上施策が利用に与える影響

利便性向上施策が公共交通の利用に与える影響について
は、「特に変わらない」と回答した人が半数以上を占めてい
ます。一方で、「今後、利用してみたい」と回答した人が約2割、
「情報が充実すれば利用したい」と回答した人も2割弱みら
れます。

図２－23 公共交通の必要性について（年齢階層別）

図２－25 利便性向上施策の認知状況 図２－26 利便性向上施策が利用に与える影響

７ 地域公共交通を取り巻く現状（アンケート結果①）
９



（４）路線バスの満足度

路線バスの満足度については、「最終便の時刻」および「夕方以降の運行本数」で不満の割合が高くなっています。一方、「自宅から
バス停までの距離」、「車内環境（快適性）」、「始発時刻」および「早朝時間帯の運行本数」では満足の割合が高くなっています。

（５）路線再編についての考え方
路線の集約化・最適化・効率化については、「賛成」または「やむを得ない」と回答した割合が約6割を占めており、一定の理解が得ら
れています。一方、「反対」と回答した割合も2～3割程度みられます。

（６）長野市が今後重点的に取り組むべき取組
長野市が今後重点的に取り組むべき取組については、「バス路線の維持・確保」が87.4％と最も多く、次いで「運行本数の維持」が
71.4％、「高齢者の移動支援（おでかけパスポート）」が35.1％となっています。

図２－29 路線バスの満足度

図２－30 路線再編についての考え方

図２－31 長野市が今後重点的に取り組むべき取組

８ 地域公共交通を取り巻く現状（アンケート結果②）
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【長野市における地域課題】

本市の公共交通を取り巻く現状を踏まえ、次のように５つの課題に整理いたします。

図２－35 長野市における地域公共交通の課題のまとめ

９ 本市における地域公共交通の課題整理
11



第３章 第二次地域公共交通計画の考え方

＜目指す公共交通の将来像＞

本市は、長野駅周辺を中心とした都市機能が集積する市街地
及び千曲川や犀川が形成する扇状地で構成される平坦地域と、
市域西部と南東部の中山間地域で構成されています。また、善
光寺、戸隠、松代をはじめとする多くの観光資源を有し、市内外
から多くの来訪者が訪れることから、公共交通には市民の日常
移動に加え、来訪者の移動を支える役割も求められています。

現在、市民の移動の多くは自家用車が担っていますが、高齢
化の進行や免許返納者の増加などにより、公共交通の役割がま
すます重要になっています。

また、公共交通は単なる移動手段ではなく、医療、福祉、教育、
商業などの都市機能へのアクセスを支える社会基盤（社会イン
フラ）です。持続可能なまちづくりを進める上でも欠かせない役
割を担っています。

一方で、人口減少やライフスタイルの変化により公共交通利用
者は減少傾向にあり、運転士不足や燃料費等の高騰により公共
交通を取り巻く環境は厳しさを増しています。

公共交通を行政や交通事業者だけが提供するサービスとして
捉えるのではなく、市民・事業者・行政がその役割を十分認識し、
将来を見据えた上で維持・確保していくことが重要です。

本計画では、誰もが安心して移動できる環境を将来にわたり
維持するとともに、市民の生活と地域の活力を支える公共交通
を、市民・事業者・行政がともに支え育てる『地域の共有財産』と
して位置付け、持続可能な形で次世代へ引き継いでいくことを
目指します。

図３－１ 目指す公共交通の将来像

表３－１ 公共交通確保に向けた各主体の役割分担

12

１ 本計画における公共交通の在り方



拠点間移動及び地域間移動の公共交通軸に求められる役割を果たすため、それを実現する路線種別及び担う
移動を整理します。
拠点間移動を賄う公共交通として「主要幹線」、「幹線」、「準幹線」、鉄道で賄えない移動を「広域路線」として維
持・確保します。
また、地域内移動（都市内移動）を賄う公共交通として「都市内輸送」、「都市拠点内輸送」、「地域生活拠点内輸
送」を維持・確保します。

図３－３ 公共交通軸における路線種別イメージ図 表３－２ 公共交通軸における路線種別とそれぞれが担う移動

２ 公共交通軸における路線種別
13



図３－４ 本計画の持続可能な公共交通の維持・確保に向けた目標

３ 持続的な公共交通の維持・確保に向けた目標
14

本市では、人口減少や高齢化の進行、運転士不足の深刻化などにより、地域公共交通を取り巻く環境が大きく変
化しています。一方で、持続可能なまちづくりや市民の移動手段の確保において、地域公共交通の重要性はますま
す高まっています。
こうした状況を踏まえ、本市の上位計画が示す「多拠点連携の集約型都市構造」の構築をまちづくりとの連携に
より図り、将来にわたり持続可能な地域公共交通の確保に向けて、事業者、市民、行政が一体となって地域公共交
通ネットワークの維持・確保に取り組むことで、本市が抱える課題を解決し、公共交通の将来像を実現するため、以
下の３つの目標を設定し、その推進に向けた施策・事業を展開します。



第４章 目標を達成するための施策・事業

上位・関連計画、地域及び公共交通の現状から
整理した課題・目標を実現するための本計画で
の施策・事業を示しています。
継続事業として22事業、新規事業として5事
業を本計画に位置付けて実施していきます。

図４－１ 施策・事業一覧図２-10～13 利便性向上に向けた取り組み

15

１ 施策・事業一覧



第５章 計画の実現に向けて

本計画は、令和9年度から令和13年度までの5年間を計画期間とし、計画に位置付けた施策・事業を着実に推進
することで、目標の達成を目指します。
地域公共交通を取り巻く環境は、人口減少や高齢化の進行に加え、運転士不足や新たな技術の普及などにより
大きく変化しています。このため、計画期間中においても施策・事業の進捗状況や目標の達成状況を継続的に把握
し、社会情勢の変化等に柔軟に対応しながら計画を推進していくことが重要です。
そのため、本計画では各年度において施策・事業の進捗管理を行うとともに、「PDCAサイクル」に基づき評価・
検証と改善を継続的に実施します。

表５－１ 長野市地域公共交通計画でのマネジメント概要

表５－２ 年次事業のマネジメントサイクル

16

１ 実施体制



第５章 計画の実現に向けて

（１）公共交通の利用に関する評価指標

本計画の推進に向けた進捗管理を行い、目標の達成状況を評価するために
評価指標を設定します。
評価指標は、主に目標の達成状況を定量的に評価するための指標であり、
評価指標毎に目標値を設定します。本計画の中間見直しや改定の際に、目標
値の達成状況を確認して評価を行います。

（２）公共交通の収支及び公的支援に関する目標値
地域公共交通を将来にわたり維持・確保するためには、適切な公的支援と効
率的な運営の両立が必要です。このため、本計画では、公共交通に対する公
的負担額と収支率を指標として設定し、持続可能な地域公共交通の実現を目
指します。

（３）財源・支援制度
地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統(補助系
統)の地域の公共交通における位置付け・役割を示します。

表５－３ 評価指標と現状値・目標値

表５－４ 公共交通の収支、公的負担に関する目標値
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２ 評価指標、財源・支援制度

図５－1 国庫補助制度を活用しているバス路線

表５－6 補助系統の地域公共交通における位置づけ・役割
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